
















































































































































































































1979年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1980年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1O月 11月 12月
1981年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1O月 11月 12月
1982年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1983年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1984年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1985年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1986年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1O月 11月 12月
1987年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1988年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1989年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1990年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1991年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1992年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
1993年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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Flg　g　WWWサーハで提供される広帯域地震波形テータの可視記録の例．
Example　of　a　vlsua1record　of　broadband　waveform　data　m　the　WWW　server
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4．議論と結論
　これまで，防災科研の様に基礎研究を実施する国立試
験研究所の場合，大学における研究活動と同じく，「学会」
と言う専門家集団の中だけでその研究成果を発表すれば
良い，と言う様な風潮が一部にあったことは否定できな
い．基礎研究の分野で純粋に学術的な研究成果が正当に
評価されると言うことも極めて重要なことであり，そこ
で得られた知見がいずれは人類にとって有益なものにな
ると言うことも事実であろう．しかし，特に大学と異なっ
てより行政的要請に応えていく責務を負っている国立試
験研究所の場合，納税者たる一般国民にその成果をでき
るだけ還元して行くことは積極的に取り組むべき重要な
課題である．防災科研の場合，国民の生命維持に直結す
る「自然災害」を課題にしている以上，その責任は特に
重いと言える．
　今回，ホームページ経由で地震関係の情報提供を充実
させた．これによって，一般国民が「地震」という災害
をもたらす自然現象に対して，より正しい理解と深い知
識を持ち，結果的に防災に対する意識の向上によって，
少しでも災害を軽減することにつながれば，防災科研の
負っている責任の一部は果たしたことになろう．そして，
今後もインターネットだけでなくあらゆる機会・手段を
通じて，研究成果を迅速かつ分かりやすい形で還元して
いくと言う努力を惜しんではならない．
参考文献
1）堀　貞喜（1994）1関東・東海地域の自動震源解析結
　　果の電子メール配送サービス，日本地震学会ニュー
　　スレター，6，3．
2）堀貞喜（1995）1自動震源計算結果を用いた広帯域
　　地震波形データの自動ダイアルアップシステム，防
　　災科学技術研究所研究報告，54，93－109．
3）堀　貞喜・松村正三（1988）：地震前兆解析システム
　　における自動震源決定，防災科学技術研究所研究報
　　告，41，89－100．
4）Kikuchi，M．，and　H．Kanamori（1991）：Inversion
　　of　comp1ex　body　waves　III，Bu11．Seismo1．Soc．
　　Amer．，83．2235－2350．
5）松村正三・岡田義光・井元政二郎・島田誠一・堀　貞
　　喜・大久保正・大竹政和・浜田和郎（1988）：地震前
　　兆解析システムの機能と構成，防災科学技術研究所
　　研究報告，41，35－44．
6）岡田義光（1993）1パソコン通信による防災科学技術
　　研究所の震源情報提供システムー’NIED　Hypocenter
　　Service”について，日本地震学会ニュースレター，
　　5，7．
　　　　　　　　　　　（原稿受理：1996年7月18日）
70一
